
「地域脱炭素・京都コンソーシアム」事務局
（京都府総合政策環境部脱炭素社会推進課）

2025年2月5日（水）14:00～16:00

地域脱炭素・京都コンソーシアム
第６回検討会議
意見交換資料

資料２



第６回検討会議のアジェンダ

（１）令和６年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（50分）

•京都府からの趣旨説明（10分）

•中小企業向け等セミナー及びサプライチェーン脱炭素化支援事業（アークエルテクノロジーズ㈱）（10分）

•中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信（京都府地球温暖化防止活動推進センター）（5分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（２）今後の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（40分）

•京都府からの趣旨説明（15分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（３）その他

•京都府からの報告・案内（京都ゼロカーボン・フレームワーク利用状況 等）

•構成団体等からの御連絡
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「地域脱炭素・京都コンソーシアム」の概要 4

• カーボンニュートラルの実現に向けては、京都府内の企業の大半を占める中小企業の脱炭素化の促進が重要であり、そのためには
地域金融機関等による支援が不可欠。

• 地域金融機関には、融資先企業等との対話を通じて、気候変動に関連する各企業のリスクやチャンスを把握・分析し、各企業が置
かれている状況を経営者等に適切に伝えた上で、各企業の脱炭素化を推進することを期待。

• こういった状況を踏まえ京都府では、令和４（2022）年12月1日に地域金融機関・産業界・行政を構成団体とする「地域脱炭
素・京都コンソーシアム」を設立し、地域金融機関の営業力・融資ネットワーク等を活用した中小企業の脱炭素化支援に関する課
題整理及び対応、さらには行政施策について議論。

• 合わせて、地域金融機関と中小企業が活用しやすいサステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の仕組みである「京都ゼロカーボン・フ
レームワーク」を令和5（2023）年1月に構築。

公益社団法人
京都工業会

京都商工会議所

大企業 中小企業

地域金融機関

一般社団法人
京都知恵産業創造の森

京都府
（事務局）

要請・支援

対話・助言・低金利融資

支援・情報提供

補助金

補助金

省エネ診断

コンソーシアムによる中小企業支援のイメージ図

（ が構成団体）

当面の主な検討テーマ
①各金融機関による支援体制の整備（人材育成・資格取得など）
②ESG投融資の手法の整備（京都ゼロカーボン・フレームワークなど）

京都市

京都府地球温暖化防
止活動推進センター

補助金



地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける脱炭素経営支援メニュー
• 京都府では、主に中堅・中小企業をターゲットとしてコンソーシアム構成団体が展開する支援メニューを意識啓発～情報開示の各ス
テップに応じて一気通貫でとりまとめることで、府内中小企業の脱炭素を支援。
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京都府・市

工業会・商工会議所

SBT認定・SLL組成企業に対する省エネ補助金の補助率嵩上げ

京都府における中小企業脱炭素化経営支援モデル ※今後予定のものも含む
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：本日御協議する支援制度



地域脱炭素・京都コンソーシアム中小企業向け等セミナー
• 中小企業の脱炭素経営支援における意識啓発（「知る」）の効果的な実施に向け、地域脱炭素・京都コンソーシアムの構成団
体において、中小企業等向けセミナーを開催した。 ※詳細は別紙

• アーカイブ動画等はHPに掲載（https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/enterprise/esg/sienmenu.html）
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金融機関向けスキルアップ講座 中小企業向け脱炭素セミナー

※京都府のほか、京都市、京都商工会議所、京都工業会においても、中小企業等向けにセミナーを開催。
開催にあたっては、地域脱炭素・京都コンソーシアムHP等において発信。

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/enterprise/esg/sienmenu.html


＜事業ビジョン＞
成果の公表等により、

① 上場企業の同一サプライチェー
ンにおける他のサプライヤー
（中小企業）の計画策定等
を促進

② 府内の他の企業グループ（サ
プライチェーン）における取組の
横展開を図る。

（事例集作成・課題解決提案）

■省エネ診断

■省エネ補助金
■他のサプライチェーン
等への横展開

京都府

委託

委
託

上場企業等による支援・働きかけ

アークエルテクノロジーズ株式会社

←京都北都信用金庫(株)松林

■GHG排出量把握・削減計画策定・体制構築支援
■SBT認証取得支援

令和６年度サプライチェーン脱炭素化支援事業
• 中小企業と大企業（納品先の大企業等）が連携し、中小企業の温室効果ガス排出量削減目標の設定、削減計画の策定、国
際認証（SBT認証）取得等を目指す取組を支援。

• 合わせて他のサプライヤーへ横展開を図るため、サプライチェーンにおける脱炭素化事例を知見化。 ※詳細は別紙
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中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信
• 地域脱炭素・京都コンソーシアム特設ホームページを作成し、中小企業における脱炭素経営に向けた機運を醸成するため、京都ゼ
ロカーボン・フレームワークを活用された事業者の優良事例を発信。
URL: https://www.pref.kyoto.jp/consortium/case/index.html
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地域脱炭素・京都コンソーシアムHPより

https://www.pref.kyoto.jp/consortium/case/index.html
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地域脱炭素・京都コンソーシアムHPより

https://www.pref.kyoto.jp/consortium/case/index.html


令和６年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について
• 構成団体の皆様から以下について、御意見をいただきたく存じます。
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• 本年度の取組に対する御意見

• 本年度の取組に係る各構成団体の取組状況
（行員・融資先企業等への展開・参加状況・反応、関係する独自の取組の実施など）

• 来年度以降への課題・改善点 など



第６回検討会議のアジェンダ

（１）令和６年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（50分）

•京都府からの趣旨説明（10分）

•中小企業向け等セミナー及びサプライチェーン脱炭素化支援事業（アークエルテクノロジーズ㈱）（10分）

•中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信（京都府地球温暖化防止活動推進センター）（5分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（２）今後の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（40分）

•京都府からの趣旨説明（15分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（３）その他

•京都府からの報告・案内（京都ゼロカーボン・フレームワーク利用状況 等）

•構成団体等からの御連絡

11



府地球温暖化対策推進計画の見直しについて
• 現計画（2021～2030年度）は、計画策定後５年程度が経過した時点を目途に、計画内容を見直すこととしており、2025年
度に時期が到来することから、京都府地球温暖化対策推進計画の見直しに向け京都府環境審議会等で議論。
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令和６年度京都府環境審議会
第１回脱炭素社会推進部会資料より
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令和６年度京都府環境審議会
第１回脱炭素社会推進部会資料より



（参考）2050年ネットゼロに向けた国の目標数値 15

中央環境審議会地球環境部会2050年ネットゼロ実現に向けた気候変動対策検討小委員会・産業構造審議会
イノベーション・環境分科会地球環境小委員会中長期地球温暖化対策検討ＷＧ 合同会合（第６回）資料



今後の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について
• これまでコンソーシアムでは、中小企業の脱炭素化に向け、以下の２点を主な検討テーマとして議論、取組を実施してきたところ。
（セミナー開催等による知識獲得、各金融機関独自商品を含めSLL実績拡大）
①各金融機関による支援体制の整備（人材育成・資格取得など）
②ESG投融資の手法の整備（京都ゼロカーボン・フレームワークなど）

• 一方、中小企業における現状については、企業により取組状況にバラツキがあることが課題となっている。

• 上記を踏まえて、2050CN実現に向けて、サプライチェーン・金融機関との連携強化による中小企業の脱炭素経営促進が必要。

• そのためには、セミナー開催等「知る」の取組や排出量算定ツールの活用等「測る」を実施している企業の取組拡大（スケールアッ
プ）とともに、取組着手した企業への効果的な脱炭素経営支援（深化）を図るとともに、多様な主体が参画し、府内企業の脱炭
素経営に向けた取組を後押しする場が重要でないかと考える。

• 今後の中小企業の脱炭素支援に向けて、どのように施策を実施していくか、御意見をいただきたく存じます。
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【参考】＜府地球温暖化対策推進計画（現行）における事業活動対策の基本的な考え方＞
事業活動から排出される温室効果ガスの更なる削減に向けて、企業における一層の省エネ対策と再生可能エネルギーの最大限の導入・利用拡大に向けた取組を推進します。また、製品の原材料調
達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費までのサプライチェーン全体での温室効果ガス削減に向けて、大企業や中小企業のそれぞれの立場から求められる取組を推進します。さらに、国内外に
おけるESG投資の潮流の中で、TCFDや脱炭素に向けた目標設定（SBT、RE100）等、環境に対する取組が自らの企業価値の向上につながる環境配慮型経営の取組を支援します。
＜具体的な施策＞
➔ サプライチェーン全体からの温室効果ガス排出量削減に向けた先進的・模範的な取組を行う企業を評価するとともに、SCOPE３までのサプライチェーン排出量の算定を行おうとする企業の取
組を支援します。

➔ 京都府内における大企業と中小企業が連携してサプライチェーン排出量の削減に取り組む事例を創出し、サプライチェーン排出量の削減に資する取組を支援します。
➔ 脱炭素化に向けて率先的に取り組む企業を評価し、SBT・RE100の取組、SDGs経営を支援するとともに、金融機関や投資家等によるESG投資を促し、企業の環境経営を促進します。
➔ 地域金融機関と連携した地域脱炭素化コンソーシアムを設置し、京都府独自のサステナブルファイナンスのフレームワークの構築等を通じて、中小企業の脱炭素化を促進します。



府内企業の脱炭素経営促進に向けた協働の場（案）のあり方について
• 審議会委員などの意見を踏まえ、「京都らしさ・京都独自」の視点を取り入れた計画の見直しを実施。
• 事業活動における排出量削減に向けては、企業・金融機関等の多様な主体が参画し、脱炭素ビジネスの創出やＧＸ投資の促進
など、京都の脱炭素を牽引する場を検討。

• あり方の検討に向け、以下の論点について御意見をいただきたく存じます。
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新たな協働の場のイメージ 論 点

• 府内企業の脱炭素経営を後押しするため、
新たなを主体をどのように巻き込んでいくか。

• 協働の場にはどのような機能があればいいか。

• 新技術による効率的な省エネサービスや再生
可能エネルギーの導入促進をどのように活用し
ていくか。

• 取組促進のためコンソーシアムのあり方は。
（連携体制、目標設定など）

地域脱炭素・京都コンソーシアム

企業・大学・自治体等

• 排出量開示を活用したファイナンス、ビジネス機会創出の支援
• 融資先企業等への情報共有・ノウハウ提供

連携

産官学連携による

脱炭素ビジネス
創出

新ビジネスの
創出のための

GX投資促進

脱炭素に取り組む
企業等同士の

マッチング



（参考）国によるGXリーグ※活動概要 18

経済産業省GXリーグHP
GXリーグ活動概要資料より

※GXヘの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業が同様の取組を行う企業群を官・学と共に協働する場



（参考）京都府内企業における脱炭素経営に向けた取組アンケート
• 脱炭素に資する事業者の支援方策を検討するため、京都府内の事業者を対象に脱炭素経営に向けたアンケート調査を実施。
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Ｑ 脱炭素化に向けた動きが加速
していると感じている。

Q 今後事業をする上で脱炭素化
は必須だと考えている。

Q 脱炭素化の取組を進めている。

大企業

中小企業

＜調査対象者＞ 府内に事業所等がある事業者 ＜調査期間＞ 令和6年10月25日～12月15日
＜調査方法＞ インターネット調査 ＜回答者＞ 128（大企業33％、中小企業等67％）
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（参考）京都府内企業における脱炭素経営に向けた取組アンケート 20
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【脱炭素化の取組を進めている。】

：今回調査
：令和５年調査
：令和３年調査

全体 128  60.9

地域別
京都市 79  57.0

京都市以外 49  67.3

企業規模別

大企業 43  81.4

中小企業 74  54.1

個人事業主＋その他 11  27.3

従業員数別

1,001人以上 30  80.0

101人～1,000人 43  72.1

1～100人 55  41.8

業種別

産業部門 76  72.4

運輸部門 5  60.0

業務部門 47  42.6

令和５年調査 178  50.0

令和３年調査 466  27.7

※n=30未満は参考値。

n=30以上で

全体＋10pt以上

全体＋5pt以上

全体－5pt以下

全体－10pt以下

• 脱炭素に資する事業者の支援方策を検討するため、京都府内の事業者を対象に脱炭素経営に向けたアンケート調査を実施。

過去調査結果から経年変化をみると、脱炭素化の取組を進めている企業の割合は増加傾向。
一方、企業規模別・従業員数別でみると、大企業、従業員数1,001人以上の企業に比べて、企業規模・従業員数が小さくなるほど、
脱炭素化の取組を進めている企業の割合は少なくなる傾向。



（参考）府地球温暖化対策推進計画における位置付け・KPI等
• 地域脱炭素・京都コンソーシアム第１回検討会議では以下のKPI等を提示した。
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2022年12月開催
地域脱炭素・京都コンソーシアム第１回検討会議資料より



令和７年度の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組（案）
• 地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組をはじめ、来年度の中小企業の脱炭素経営支援に向けて、以下の取組を実施予定。

※その他、省エネ診断の実施・各種補助金等は継続して実施
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①セミナーの開催及びアンケート調査の実施【継続】

• 金融機関行員向け、中小企業向けセミナーの開催（各１回）
• 中小企業向け脱炭素アンケート調査の実施

②京都ゼロカーボン・フレームワークの優良事例発信・申請書類審査【継続】

• 利用者の機運醸成のため、優良事例を調査・取材し、府HP等において発信
• 利用拡大に対応するため、京都ゼロカーボン・フレームワークに係る事業者からの申請書（計画書・報告書）の策定支援・審査

③京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援【新規】

• 京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき方策等に関する助言やコンソーシアム支援メ
ニューの効果的な活用方法のコーディネート・伴走支援等を実施。

④地域脱炭素・京都コンソーシアムの開催【継続】

• 中小企業の脱炭素経営支援に向け、協議（年2～3回）



京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援
• 京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき方策等に関する助言やコンソーシアム支
援メニューの効果的な活用方法のコーディネート・伴走支援等を実施。

• 伴走支援事例については金融機関にも共有し、金融機関における排出量削減支援に活用。
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排出量削減状況報告

SLL実行
脱炭素経営支援

• セミナー開催
• 脱炭素経営支援ガイドブック
• 排出量算定支援ツール
• 省エネ診断の実施
• 優良事例の横展開
• 省エネ・再エネ補助金等情報

知見の共有
コンソーシアムでの連携

• 削減計画未達成の事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき
方策等に関する助言

• コンソーシアム支援メニューの効果的な活用方法の
コーディネート・伴走支援等

コンソHPによる情報発信

中小企業の排出量削減に向けた伴走支援に係る情報の蓄積・金融機関等へ知見の共有

排出量削減伴走支援

地域金融機関

京都府

中小企業

委託
脱炭素支援機関

※今後、選定

地域脱炭素・京都コンソーシアム



第６回検討会議のアジェンダ

（１）令和６年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（50分）

•京都府からの趣旨説明（10分）

•中小企業向け等セミナー及びサプライチェーン脱炭素化支援事業（アークエルテクノロジーズ㈱）（10分）

•中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信（京都府地球温暖化防止活動推進センター）（5分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（２）今後の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（40分）

•京都府からの趣旨説明（15分）

•構成団体からの質疑・御意見等（25分）

（３）その他

•京都府からの報告・案内（京都ゼロカーボン・フレームワーク利用状況 等）

•構成団体等からの御連絡
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• 京都府は、金融機関と連携し、 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」を活用したサステナビリティ・リンク・ローンの組成等を通じ、2050 
年カーボンニュートラル達成に資する府内企業の脱炭素化の取組を推進（R5.1.30運用開始）
※全国初の金利優遇スキームであり、環境省「令和4年度グリーンファイナンスモデル事例創出事業」に採択
※第11回プラチナ大賞において、「大賞・経済産業大臣賞」を受賞
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⚫ 地域金融機関と連携して、脱炭素に取り組む府内中小企業等への融資金利を優遇する仕組みを創設し、中小
企業の脱炭素化を促進

目的

⚫ 中小企業へのアプローチとして金融機関の融資ネットワークに着目。削減目標の達成により金利優遇を受けられ
る融資契約において必要な第三者評価に、京都府条例に基づく特定事業者制度を準用し、審査コストを省略

⚫ KPI：府内事業者の事業活動から排出されるCO2排出量の削減
⚫ SPT：業務部門▲6％、産業部門▲4％、運輸部門▲2％ ※特定事業者制度の目標削減率と同等水準

概要

＜フレームワークの実績等＞
１. フレームワークの利用開始日・実績

令和５(2023)年１月30日～ ※2030年度末まで
融資件数：126件（R6.12末時点）

２．利用可能な事業者
府内に事業所（工場、事業場、店舗等）を
有する事業者

３．取り扱い金融機関
株式会社京都銀行、京都信用金庫、
京都中央信用金庫、京都北都信用金庫、
株式会社南都銀行 、株式会社滋賀銀行
株式会社商工組合中央金庫

府内企業

金融機関 京都府

✓ SLL実行
✓ 進捗確認
（対話）

✓ レポーティング

✓ 計画書・報告
書の評価

✓ 指導・助言等

✓ 計画書・報
告書提出

✓ SLL実行支援
✓ コンソーシアムでの連携

京都ゼロカーボン・フレームワークの概要 25



• 京都府内民間事業者を対象に、建築物のZEB化、サプライチェーンの脱炭素化や京都府補助金等に関するセミナーを開催
URL: https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/documents/tirashidatsu.pdf

26京都府内民間事業者向け脱炭素セミナーの開催 26

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/documents/tirashidatsu.pdf

